
 

 

 

 

2018年11月7日 

各 位 

会社名 LINE 株式会社 

代表者名 代表取締役社長 出澤 剛 

（コード：3938、東証第一部） 

問合せ先  投資開発・IR 室 

Tel  03-6233-5050 

 

 

（訂正・数値データ訂正）「2018年 12月期 第３四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）」の一部訂正について 

 

2018年 10月24日に公表しました「2018年 12月期 第３四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）」について訂

正がありましたので下記のとおりお知らせします。また、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値

データも送信します。 

 

記 

 

１．訂正の理由 

当社は、金融商品取引法に基づく2018年12月期の第３四半期に係る四半期報告書の作成過程において、資本

剰余金及び非支配持分の計上額を精査したところ、これらの区分に誤りがあることが判明しました。そのため、

2018年10月24日に公表しました「2018年12月期 第３四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）」にて計上した資本

剰余金、その他の包括利益累計額及び非支配持分に誤りがありましたので、これらに関連する箇所の訂正を行

うものです。 

 

２．訂正箇所 

訂正箇所については、＿（下線）を付して表示し、訂正後および訂正前の全文を記載しております。 

 

 

 

以 上 



2018年12月期  第３四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）

2018年10月24日

上場会社名 LINE株式会社 上場取引所  東 

コード番号 3938 ＵＲＬ  http://linecorp.com/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）出澤 剛 

問合せ先責任者 （役職名） 執行役員 財務経理室 室長 （氏名）奇 高杆 ＴＥＬ  03-4316-2050 

四半期報告書提出予定日 2018年11月８日 配当支払開始予定日 － 

四半期決算補足説明資料作成の有無：有 

四半期決算説明会開催の有無      ：有 (機関投資家・アナリスト向け） 

（百万円未満四捨五入）

１．2018年12月期第３四半期の連結業績（2018年１月１日～2018年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益 
親会社の 

所有者に帰属する 
四半期利益 

四半期包括利益 
合計額 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2018年12月期第３四半期 151,211 24.7 6,745 △72.4 △226 － △7,690 － △6,068 － △9,696 － 

2017年12月期第３四半期 121,233 17.4 24,479 33.8 21,198 38.9 12,184 114.3 12,074 127.2 13,334 207.9 

基本的１株当たり 
四半期利益 

希薄化後１株当たり 
四半期利益 

円 銭 円 銭 

2018年12月期第３四半期 △25.50 △25.50

2017年12月期第３四半期 55.09 50.90

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

百万円 百万円 百万円 ％ 

2018年12月期第３四半期 480,803 211,565 199,866 41.6 

2017年12月期 303,439 189,977 185,075 61.0 

２．配当の状況 

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2017年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

2018年12月期 － 0.00 － 

2018年12月期（予想） － － 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

2018年12月期の期末配当は未定であります。 

３．2018年12月期の連結業績予想（2018年１月１日～2018年12月31日） 

 当社グループの主たる事業である、スマートフォン等のモバイルアプリケーション市場は国内外で急激に変化している

ため、不確実性が存在しています。これにより当社グループの業績も大きな影響を受ける状況にあり、精緻な業績予想を

策定することは困難と考えております。 

 また当社は、東京証券取引所に加えてニューヨーク証券取引所にも上場しており、米国の証券規制上のリスクも慎重に

勘案し、現時点において業績予想の公表は行なっておりません。 
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有

新規  1社  （社名）LINE Financial株式会社、除外  －社  （社名）－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：有

② ①以外の会計方針の変更  ：無 

③ 会計上の見積りの変更  ：無 

当社グループは2018年度より、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を適用しており、一部のサービスに

おいて売上収益の認識及び測定方法に影響が生じております。 

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2018年12月期３Ｑ 240,301,642 株 2017年12月期 238,496,810 株 

② 期末自己株式数 2018年12月期３Ｑ 2,005,818 株 2017年12月期 1,007,710 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2018年12月期３Ｑ 237,945,107 株 2017年12月期３Ｑ 219,178,184 株 

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
決算補足説明資料は本日、当社ウェブサイトIRページ（https://linecorp.com/ja/ir/top）に掲載します。
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１．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(2017年12月31日) 

当第３四半期 
連結会計期間 

(2018年９月30日) 

資産 

流動資産 

現金及び現金同等物 123,606 260,422 

売掛金及びその他の短期債権 42,892 40,303 

その他の金融資産（流動） 13,258 17,288 

契約資産 － 306 

たな卸資産 3,455 6,063 

その他の流動資産 7,438 9,764 

流動資産合計 190,649 334,146 

非流動資産 

有形固定資産 15,125 23,166 

のれん 16,767 17,008 

のれん以外の無形資産 6,486 6,231 

関連会社及び共同支配企業投資 24,844 37,858 

その他の金融資産（非流動） 32,084 45,313 

繰延税金資産 16,492 16,183 

その他の非流動資産 992 898 

非流動資産合計 112,790 146,657 

資産合計 303,439 480,803 
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(単位：百万円) 

注記 
前連結会計年度 
(2017年12月31日) 

当第３四半期 
連結会計期間 

(2018年９月30日) 

負債 

流動負債 

買掛金及びその他の未払金 28,810 32,421 

その他の金融負債（流動） 28,003 32,636 

未払費用 12,087 14,824 

未払法人所得税 2,365 3,675 

契約負債 － 25,284 

前受金 17,975 － 

繰延収益 9,246 － 

引当金（流動） 991 2,326 

その他の流動負債 1,940 3,589 

流動負債合計 101,417 114,755 

非流動負債 

社債 － 141,925 

その他の金融負債（非流動） 602 279 

繰延税金負債 1,573 1,291 

引当金（非流動） 3,060 3,057 

退職給付に係る負債 6,162 6,798 

その他の非流動負債 648 1,133 

非流動負債合計 12,045 154,483 

負債合計 113,462 269,238 

資本 

資本金 92,369 95,733 

資本剰余金 93,560 118,471 

自己株式 △4,000

利益剰余金 △4,294

その他の包括利益累計額 7,440

△8,308

△10,161 

4,131

当社の株主に帰属する持分合計 185,075 199,866 

非支配持分 4,902 11,699 

資本合計 189,977 211,565 

負債及び資本合計 303,439 480,803 
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（２）要約四半期連結損益計算書

(単位：百万円) 

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 2017年１月１日 
至 2017年９月30日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
至 2018年９月30日) 

営業収益 

売上収益 121,233 151,211 

その他の営業収益 11,515 11,222 

営業収益合計 132,748 162,433 

営業費用 

決済手数料及びライセンス料 △22,320 △22,650

販売手数料 △447 △11,081

従業員報酬費用 △30,064 △42,106

マーケティング費用 △10,396 △14,362

インフラ及び通信費用 △6,610 △7,764

外注費及びその他のサービス費用 △16,774 △23,014

減価償却費及び償却費 △4,887 △7,852

その他の営業費用 △16,771 △26,859

営業費用合計 △108,269 △155,688

営業利益 24,479 6,745 

財務収益 136 298 

財務費用 △18 △326

持分法による投資損失 △4,308 △7,311

為替差損益 △295 72 

その他の営業外収益 1,268 317 

その他の営業外費用 △64 △21

継続事業に係る税引前四半期利益(△は損失) 21,198 △226

法人所得税 △9,003 △7,467

継続事業に係る四半期純利益(△は損失) 12,195 △7,693

非継続事業に係る四半期純利益(△は損失) △11 3 

四半期純利益(△は損失) 12,184 △7,690

帰属： 

当社の株主 12,074 △6,068

非支配持分 110 △1,622

(単位：円) 

１株当たり四半期純利益 

当社の株主に帰属する基本的１株当たり 
四半期純利益(△は損失) 

55.09 △25.50

当社の株主に帰属する希薄化後 
１株当たり四半期純利益(△は損失) 

50.90 △25.50

継続事業に係る１株当たり四半期純利益 

当社の株主に帰属する継続事業に係る 
基本的１株当たり四半期純利益(△は損失) 

55.14 △25.51

当社の株主に帰属する継続事業に係る 
希薄化後１株当たり四半期純利益(△は損失) 

50.95 △25.51

非継続事業に係る１株当たり四半期純利益 

当社の株主に帰属する非継続事業に 
係る基本的１株当たり四半期純利益(△は損失) 

△0.05 0.01 

当社の株主に帰属する非継続事業に係る 
希薄化後１株当たり四半期純利益(△は損失) 

△0.05 0.01 
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（３）要約四半期連結包括利益計算書

      (単位：百万円) 

 

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 2017年１月１日 
至 2017年９月30日) 

 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
至 2018年９月30日) 

       

四半期純利益（△は損失） 12,184   △7,690 

その他の包括利益      

純損益に振替えられないその他の包括利益の内訳項目：      

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融資産の再測定
－   △935 

その他の包括利益のうち純損益に振替えられない

内訳項目に係る法人所得税
－   283 

純損益に振替えられる可能性のある

その他の包括利益の内訳項目：
     

 その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

負債性金融資産：
     

 その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

負債性金融資産の再測定
－   6 

売却可能金融資産：      

売却可能金融資産の再測定 1,958   － 

売却可能金融資産に係る組替調整 △664   6 

在外営業活動体の換算差額：      

為替換算差額に係る利得（△は損失） 213   △1,213 

為替換算差額に係る組替調整額 △13   △107 

 関連会社のその他の包括利益に対する持分相当額 4   37 

 関連会社のその他の包括利益に対する持分相当額に
係る組替調整額

－   △8 

 その他の包括利益のうち純損益に振替えられる 
可能性のある内訳項目に係る法人所得税の総額 

△348   △75 

その他の包括利益合計額 1,150   △2,006 

四半期包括利益（△は損失） 13,334   △9,696 

       

帰属：      

当社の株主 13,212   △8,078 

非支配持分 122   △1,618 
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（４）要約四半期連結持分変動計算書

前第３四半期連結累計期間(自 2017年１月１日 至 2017年９月30日) 

                  (単位：百万円)

  当社の株主に帰属する持分    

          その他の包括利益累計額      

  資本金 
資本 

剰余金 
自己 
株式 

利益 
剰余金 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

売却可能 
金融資産 

確定給付 
制度の 
再測定 

合計 
非支配 
持分 

資本 
合計 

2017年１月１日残高 77,856 91,208 ─ △12,381 △174 5,649 △1,324 160,834 189 161,023 

四半期包括利益                    

四半期純利益 ─ ─ ─ 12,074 ─ ─ ─ 12,074 110 12,184 

その他の包括利益 ─ ─ ─ ─ 189 949 ─ 1,138 12 1,150 

四半期包括利益 ─ ─ ─ 12,074 189 949 ─ 13,212 122 13,334 

株式報酬 ─ 1,273 ─ ─ ─ ─ ─ 1,273 ─ 1,273 

新株予約権の失効 ─ △8 ─ 8 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

新株予約権の行使 2,516 △498 ─ ─ ─ ─ ─ 2,018 ─ 2,018 

支配継続子会社に対する持

分変動 
─ △52 ─ ─ 2 ─ ─ △50 15 △35 

子会社の取得 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 3,638 3,638 

株式給付信託による新株の

発行と取得 
2,000 1,990 △4,000 ─ ─ ─ ─ △10 ─ △10 

2017年９月30日残高 82,372 93,913 △4,000 △299 17 6,598 △1,324 177,277 3,964 181,241 
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当第３四半期連結累計期間(自 2018年１月１日 至 2018年９月30日) 

(単位：百万円)

当社の株主に帰属する持分 

その他の包括利益累計額 

資本金 
資本 

剰余金 
自己 
株式 

利益 
剰余金 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

その他の包

括利益を通

じて公正価

値を 
測定する 
金融資産 

確定給付 
制度の 
再測定 

合計 
非支配 
持分 

資本 
合計 

2018年１月１日残高 92,369 93,560 △4,000 △4,294 3,158 3,928 354 185,075 4,902 189,977 

新基準適用の影響 ― ― ― 177 ― △1,258 ― △1,081 △85 △1,166

2018年１月１日残高 
（遡及適用後） 

92,369 93,560 △4,000 △4,117 3,158 2,670 354 183,994 4,817 188,811 

四半期包括利益(△は損失) 

四半期純損失 ― ― ― △6,068 ― ― ― △6,068 △1,622 △7,690

その他の包括利益 ― ― ― ― △1,373 △637 ― △2,010 4 △2,006

四半期包括利益(△は損失) ― ― ― △6,068 △1,373 △637 ― △8,078 △1,618 △9,696

株式報酬 ― 991 ― ― ― ― ― 991 ― 991

新株予約権の失効 ― △24 ― 24 ― ― ― ― ― ― 

新株予約権の行使 864 △109 ― ― ― ― ― 755 ― 755 

支配継続子会社に対する持

分変動 
― 17,526 ― ― △15 △27 1 17,485 8,199 25,684 

子会社の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― 301 301 

株式給付信託による新株の

発行と取得 
2,500 2,488 △5,000 ― ― ― ― △12 ― △12

転換社債型新株予約権付社

債の発行 
― 4,175 ― ― ― ― ― 4,175 ― 4,175 

自己株式の処分 ― △136 696 ― ― ― ― 560 ― 560 

自己株式の取得 ― ― △4 ― ― ―
― 

△4 ― △4

2018年９月30日残高 95,733 118,471 △8,308 △10,161 1,770 2,006 355 199,866 11,699 211,565 
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（重要な会計方針の変更）

 

 当要約四半期連結財務諸表において適用した重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度の当社グループの連結

財務諸表において適用した会計方針と同一であります。国際会計基準審議会によって公表された、2018年１月１日以降

に開始する連結会計年度から強制適用となる新設及び改訂基準が、当社グループの前第３四半期連結累計期間及び当第

３四半期連結累計期間の要約四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は以下のとおりで

す。 

 

（１）IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」

 IASBは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を公表しております。IFRS第15号では、５つのステップから構

成される収益認識モデルが定められており、一部の例外を除いて、取引形態や業種に関係なく、すべての顧客との契約

から生じる収益に適用されます。当社グループは、コミュニケーション及びコンテンツの販売並びに広告サービスに関

連する売上収益を取引の進捗度に応じて認識しております。従前の売上収益の認識及び測定については、主として以下

のサービスを除き、IFRS第15号のもとでも引き続き妥当であると判断しております。

 当社グループは、2018年度よりIFRS第15号を適用しております。当社グループは、IFRS第15号の適用による累積的影

響を2018年度の利益剰余金期首残高の修正として認識する方法を選択しております。

 

①LINE スタンプ、クリエイターズスタンプ及び絵文字（以下、「スタンプ」という） 

 当社グループは、進捗度の測定方法を、ユーザーによるスタンプの使用パターンを反映した初期に比重を置く測定

方法から、見積使用期間に渡る定額法へ変更しております。

 従来の基準の下では、契約に基づく取引の成果をもっとも良く表すと考えられる進捗度の測定方法は、顧客にとっ

ての便益の消費状況を示す、ユーザーによるスタンプの使用パターンであると考え、ユーザーの見積使用期間に渡り

初期に比重を置く測定方法を採用しておりました。

 一方、IFRS第15号においては、待機サービスの概念が明確化されております。IFRS第15号では待機サービスとは、

顧客が望む時に利用できるようにするサービスを提供することと示されております。この待機サービスの概念に照ら

したところ、当社グループが提供するスタンプに係るサービスは待機サービスに類似しており、顧客（スタンプの購

入者であるユーザー）に対する履行義務は、ユーザーがいつでもスタンプを利用可能にすることであると判断してお

ります。そのため、当社がスタンプを利用可能にするというサービスを提供するにつれて、ユーザーはサービスの便

益を同時に受け取って消費することから、当社の履行義務は一定の期間にわたり充足されるものと判断しておりま

す。

 また、スタンプの見積使用期間を通じて、均等に利用可能とするサービスからユーザーは便益を受けると判断して

いるため、当該期間にわたる定額法が履行義務の充足を最もよく表す進捗度の測定方法であると決定しております。

その結果、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間における売上収益は144百万円増加し、営業利益は136百

万円増加しております。

 

②LINE スポンサードスタンプ

 当社グループは、進捗度の測定方法を、ユーザーによるスタンプの使用パターンを反映した初期に比重を置く測定

方法から、契約期間に渡る定額法へ変更しております。

 従来の基準の下では、契約に基づく取引の成果をもっとも良く表すと考えられる進捗度の測定方法は、当社の業務

の遂行状況を示す、ユーザーによるスポンサードスタンプの使用パターンであると考え、ユーザーによるスタンプの

使用パターンを反映した初期に比重を置く測定方法を採用しておりました。

 一方、IFRS第15号においては、「顧客」の定義が明確化されております。IFRS第15号では「顧客」とは、企業の通

常の活動のアウトプットである財又はサービスを対価と交換に獲得するために企業と契約した当事者と定義されてい

ます。また、IFRS第15号は顧客との契約を適用対象として、「顧客」に対する履行義務の充足を反映する進捗度を測

定することが求められております。

 LINE スポンサードスタンプの契約においては、対価の支払いは広告主のみが行い、スポンサードスタンプの利用者

であるユーザーは、直接、間接を問わず、一切の対価を支払いません。そのため、当社は広告主を顧客と判断してお

ります。当社は顧客である広告主に対する履行義務は、契約期間において、ユーザーが望むときにいつでもスポンサ

ードスタンプを利用できるよう準備することであると判断しております。従って、当社グループは、契約期間に渡る
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定額法が履行義務の充足を最もよく表す進捗度の測定方法であると決定しております。その結果、従来の方法と比べ

て、当第３四半期連結累計期間における売上収益は319百万円増加し、営業利益は287百万円増加しております。

 

③LINE ポイント広告 

 当社グループは、LINEポイント広告を通じて付与されたLINEポイントの公正価値相当額を前受金として処理してお

りましたが、これを売上収益として認識するとともに、付与したLINEポイントが消費される際に発生するコストを引

当金として認識する方法へ変更しております。

 従来の基準の下では、LINEポイント広告を通じて付与されたLINEポイントは、たとえ、顧客ではないユーザーに付

与したとしても、対価の裏づけがあることから、IFRIC第13号の会計処理に準じて、付与するLINEポイントに帰属する

売上収益をLINEポイントの公正価値で測定し、未使用分を前受金として処理しておりました。

 一方、前述のとおり、IFRS第15号においては、「顧客」の定義が明確化されております。LINEポイント広告におい

ては、対価の支払いは広告主のみが行い、LINEポイントが付与されるユーザーは、直接、間接を問わず、一切の対価

を支払いません。そのため、当社は広告主を顧客と判断しております。顧客である広告主に対する履行義務は、LINE

ポイントをユーザーに付与するという行為であり、LINEポイントを管理し、LINEポイントと交換に、他のサービスを

提供するという義務を広告主に対して負っておりません。LINEポイントを付与するという広告主に対する履行義務

は、ユーザーにLINEポイントを付与した時点で充足することから、当該時点で売上収益として認識することを決定し

ております。ただし、将来におけるLINEポイントの消費に伴い発生する費用は引当金として、LINEポイントを付与

し、顧客に対する履行義務を充足する、すなわち、売上収益を認識するのと同時に費用を認識することになります。

その結果、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間における売上収益は102百万円増加し、営業利益は118百

万円減少しております。

 

④広告の表示

 当社グループは、当社グループの公式アカウントなどの広告サービスについて、他の当事者である広告代理店が関

与する場合があります。広告代理店は当社に代わって広告主に、当社グループの広告の仕様や掲載基準に準拠するた

めに広告掲載物の仕様を整えるなどのサービスを提供します。当社グループは広告主に対する対価のうち、広告代理

店の取り分を除いた額を稼得します。

 従来の基準の下では、広告代理店に帰属する取り分を個別に識別可能な構成要素として識別し、当社が直接サービ

スを提供していないこと、当社は一定率のみを稼得し、広告代理店の取り分については、信用リスクを負担していな

いことから、当該部分は広告主に対する対価の総額から控除し、売上収益を認識しておりました。

 一方、IFRS第15号では、履行義務の識別及びサービスに対する支配の移転の観点から、本人なのか代理人なのかの

評価が再構成されております。特に、「企業が特定された財又はサービスを当該財又はサービスが顧客に移転される

前に支配している場合には、企業は本人である」としており、他の当事者が提供すべき財又はサービスに対する権利

を企業が支配しているのかどうかに関連するガイダンスや関連する諸指標が再構成されております。これには、他の

当事者が提供すべき財又はサービスに対する権利により、他の当事者に企業に代わって顧客にサービスを提供するよ

う指図する能力を企業が得ている場合を含みます。広告代理店が提供する広告掲載物の仕様を整えるなどの準備サー

ビスは、当社が設定する広告掲載物の仕様や基準に基づき広告代理店が広告主に対してサービスを提供することか

ら、広告代理店が提供するサービスについても当社グループが支配していると判断しております（すなわち、当社グ

ループが本人である）。以上より、広告代理店が提供するサービスを含む、広告主に対する広告対価の総額に基づ

き、売上収益を認識する方法に変更することを決定しております。その結果、従来の方法と比べて、当第３四半期連

結累計期間における売上収益は6,494百万円増加しております。

 また、当社グループは、広告代理店に対する支払対価からなる契約コストを、IFRS第15号に従い、資産として認識

するとともに、売上収益の認識に合わせて償却しております。広告契約が更新されたならば、再度、広告代理店に対

する支払対価が発生するため、当該コストの償却期間は広告契約を収益として認識する期間と一致します。そのた

め、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間における販売手数料は6,494百万円増加しておりますが、前述の

売上収益の増加と同額であるため、営業利益への影響はありません。
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以上の変更に伴い、期首の利益剰余金は以下のとおり調整しております。 

(単位：百万円) 

2018年１月１日 

スタンプ △967

LINE スポンサードスタンプ △760

LINE ポイント広告 667

その他 △63

合計 △1,123

IAS第18号「収益」及びその他の従前の会計基準（以下、IAS第18号等という）に従った場合の財務諸表の各表示科目

の、IFRS第15号に従った場合への調整は以下のとおりです。なお、組替は、IFRS第15号の用語を反映させるための組替

であり、広告サービスに係る一部の売掛金及びその他の短期債権を契約資産に、LINEポイントなどから構成される前受

金及びスタンプや広告サービスなどに関連する繰延収益をその他の金融負債（流動）及び契約負債に、それぞれ組み替

えております。

(単位：百万円) 

当連結会計年度期首 
2018年１月１日 
（IAS第18号等） 

組替 再測定 
当連結会計年度期首 
2018年１月１日 
（IFRS第15号） 

売掛金及びその他の短期債権 42,892 △437 △792 41,663 

契約資産 － 437 － 437 

その他の流動資産 7,438 － 1,052 8,490 

繰延税金資産 16,492 － 384 16,876 

その他の金融負債（流動） 28,003 4,633 － 32,636 

契約負債 － 22,588 1,391 23,979 

前受金 17,975 △17,975 － － 

繰延収益 9,246 △9,246 － － 

引当金（流動） 991 － 472 1,463 

利益剰余金 △4,294 － △1,123 △5,417

その他の包括利益累計額 7,440 － △8 7,432

非支配持分 4,902 － △89 4,813

(単位：百万円) 

当第３四半期 
連結会計期間 
2018年９月30日 
（IAS第18号等） 

組替 再測定 

当第３四半期 
連結会計期間 
2018年９月30日 
（IFRS第15号） 

売掛金及びその他の短期債権 41,299 △306 △690 40,303 

契約資産 － 306 － 306 

その他の流動資産 8,701 － 1,063 9,764 

繰延税金資産 15,836 － 347 16,183 

その他の金融負債（流動） 28,380 4,256 － 32,636 

契約負債 － 24,338 946 25,284 

前受金 19,310 △19,310 － － 

繰延収益 9,284 △9,284 － － 

引当金（流動） 1,637 － 689 2,326 

利益剰余金 － △936

その他の包括利益累計額 － △1

非支配持分 

△9,225 

4,132 

11,677 － 22 

△10,161 

4,131 

11,699
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(単位：百万円) 

 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自2018年１月１日 
至2018年９月30日) 

IAS第18号等 

組替 再測定  

当第３四半期 
連結累計期間 

(自2018年１月１日 
至2018年９月30日) 

IFRS第15号 

営業収益 

売上収益 144,152 － 7,059 151,211 

その他の営業収益 11,222 － － 11,222 

営業収益合計 155,374 － 7,059 162,433 

営業費用 

決済手数料及びライセンス料 △22,641 － △9 △22,650

販売手数料 △4,555 － △6,526 △11,081

従業員報酬費用 △42,106 － － △42,106

マーケティング費用 △14,362 － － △14,362

インフラ及び通信費用 △7,764 － － △7,764

外注費及びその他のサービス費用 △23,014 － － △23,014

減価償却費及び償却費 △7,852 － － △7,852

その他の営業費用 △26,641 － △218 △26,859

営業費用合計 △148,935 － △6,753 △155,688

営業利益 6,439 － 306 6,745 

継続事業に係る税引前四半期利益

（△は損失）
△532 － 306 △226

法人所得税 △7,395 － △72 △7,467

継続事業に係る四半期純利益（△は

損失） 
△7,927 － 234 △7,693

四半期純利益（△は損失） △7,924 － 234 △7,690

帰属： 

当社の株主 △6,279 － 211 △6,068

非支配持分 △1,645 － 23 △1,622

（単位：円） 

１株当たり四半期純利益 

△26.39 － 0.89 △25.50
当社の株主に帰属する基本的１株

当たり四半期純利益（△は損失） 

当社の株主に帰属する希薄化後１

株当たり四半期純利益（△は

損失） 

△26.39 － 0.89 △25.50

継続事業に係る１株当たり四半期純

利益 

△26.40 － 0.89 △25.51

当社の株主に帰属する継続事業に

係る基本的１株当たり四半期純利

益（△は損失） 

当社の株主に帰属する継続事業に

係る希薄化後１株当たり四半期純

利益（△は損失） 

△26.40 － 0.89 △25.51
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 また、従来の基準の下では、広告代理店に帰属する取り分を広告主に対する対価の総額から控除し、売上収益を認識

しておりましたが、IFRS第15号では、広告代理店が提供するサービスを含む、広告主に対する広告対価の総額に基づ

き、売上収益を認識する方法に変更しております。これに伴い、広告代理店に帰属する取り分として認識する費用の重

要性が高まったため、既存の要約四半期連結損益計算書においては「認証及びその他のサービス費用」に含めていた費

用を、当第１四半期連結累計期間から「販売手数料」として表示するとともに、認証費については重要性が低くなった

ため、既存の「認証及びその他のサービス費用」の項目名は「外注費及びその他のサービス費用」に変更しておりま

す。この変更は比較表示される前年同期の要約四半期連結損益計算書においても適用しております。
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（２）IFRS第９号「金融商品」 

 IASBは、IAS第39号「金融商品: 認識及び測定」の内容を置き換えるためにIFRS第９号「金融商品」の最終版を公表

し、その中で金融資産、金融負債及び非金融商品を売買する一定の契約の認識及び測定に関する要求事項を規定してお

ります。IFRS第９号は、金融商品の財務報告の新基準であり、原則主義に基づき、IASBプロジェクトの分類及び測定、

減損及びヘッジ会計のフェーズを集約するものであります。IFRS第９号は、金融商品の契約上のキャッシュ・フローの

特性や事業モデルに基づく単一の分類及び測定のアプローチに基づいており、貸倒損失の適時な認識につながる予想損

失モデルに基づく新しい減損の要求事項も規定しております。

 

 当社グループがIFRS第９号の内容に基づいて2018年１月１日より適用した会計方針は以下のとおりであります。

 

① 金融資産の分類

 当社は保有する金融資産を、契約上のキャッシュ・フローの特性及び金融資産を管理する企業の事業モデルに応じて

以下の測定区分に分類しております。公正価値で測定される資産から生じる利得及び損失は、その保有目的に応じて、

純損益またはその他の包括利益のいずれかに計上されます。なお、キャッシュ・フローが元本と利息の支払いのみか否

かを決定する際に、組込みデリバティブを含む金融資産をその全体として考慮しております。

 

 a. 償却原価で測定される金融資産

 償却原価で測定される金融資産は、その契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息の支払いのみ

で構成され、かつ当社グループが契約上のキャッシュ・フローを回収する目的のみで保有する負債性金融資産が該当し

ます。 

 

 b. その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

 その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産は、その契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高

に対する利息の支払いのみで構成され、かつ当社グループが契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方を目的と

して保有する負債性金融資産、及び当社グループが当初認識時にその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融

資産として指定する取消不能な選択を行っている資本性金融資産が該当します。

 

 c. 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は、償却原価で測定される金融資産及びその他の包括利益を通じて公

正価値で測定される金融資産に分類されない金融資産が該当します。

 

② 金融資産の測定

 

当初認識時点における測定

 当社グループは、金融資産を当初認識時に公正価値で測定し、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産ではな

い金融資産の場合は、その公正価値に当該金融資産の取得に直接起因する取引コストを加算した金額で測定しておりま

す。純損益を通じて公正価値で測定される金融資産の取引コストは、純損益に費用として認識しております。

 

事後測定

 負債性金融資産：

 a. 償却原価で測定される金融資産の事後測定

 実効金利法による償却原価で測定され、関連する利息収益は財務収益に含まれます。また、資産の認識を中止した

時または減損を認識した時には、純損益に認識されます。

 

 b. その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の事後測定

 当初認識後、公正価値で測定し、公正価値の変動による利得または損失は、利息収益、為替差損益および予想信用

損失の認識を除き、その他の包括利益に認識されます。負債性金融資産の認識を中止した場合は、その他の包括利益

に認識していた利得または損失の累計額は純損益に振り替えられます。
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 c. 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

 当初認識後、公正価値で測定し、ヘッジ関係の一部でない負債性金融資産に係る利得または損失は、純損益に認識

されます。

 

 資本性金融資産：

 当社グループが資本性金融商品に対する投資をその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として指定

する取消不能な選択を行っている場合、公正価値の変動による帳簿価額の変動はその他の包括利益に認識されます。認

識されたその他の包括利益累計額は、事後的に純損益へ振り替えられることはありません。資本性金融商品に対する投

資をその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として指定していない場合、公正価値の変動による帳簿

価額の変動は純損益に認識されます。

 

 資本性金融商品に対する投資からの配当は、当社グループが受け取る権利が確立したときに「その他の営業外収益」

として純損益に認識されます。

 

③ 金融資産の減損

 当社グループは、償却原価及びその他の包括利益で測定される金融資産に関連する予想信用損失を見積もっておりま

す。予想信用損失の見積りの方法は、各金融資産または資産のグループごとに、信用リスクの著しい増大があったか否

かによって変わります。

 

 売上債権に対しては、売上債権の当初認識から全期間の予想信用損失を見積もって認識する、IFRS第９号が認める単

純化した方法を適用しております。

 

 

 

 当社グループは、IFRS第９号を遡及的に適用しておりますが、比較情報の修正再表示は行わないことを選択しており

ます。その結果、提供している比較情報は引き続き当社グループの以前の会計方針に基づいて作成されております。

2018年１月１日に当社グループが保有する金融資産にどの事業モデルを適用するかについて評価し、保有する金融資産

を適切なIFRS第９号の測定区分に分類しております。この分類により生じる影響は以下のとおりであります。 
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                  (単位：百万円) 

  注記 
IAS第39号

による期

首残高 

  IFRS第９号による期首残高  
IFRS第９号の適用により生じる

影響 

 

純損益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

及び負債 

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

及び負債 

償却原価で

測定する金

融資産及び

負債 

合計  
期首時点

の公正価

値測定 

期首時点

の引当金

の設定 

影響の合

計 

                   
金融資産：                      

売掛金及びその他の短期債権                      

貸付金及び債権 3 42,892   ― ― 42,892 42,892   ― ― ― 

合計   42,892   ― ― 42,892 42,892   ― ― ― 

                       
その他の金融資産（流動）                      

貸付金及び債権                      

定期預金 3 12,002   ― ― 12,002 12,002   ― ― ― 

短期貸付金 3 206   ― ― 206 206   ― ― ― 

社債及びその他の負債性金融資産 4 849   ― 852 ― 852   6 △3 3 

売却可能金融資産   6   ― 6 ― 6   ― ― ― 

敷金   195   ― ― 195 195   ― ― ― 

合計   13,258   ― 858 12,403 13,261   6 △3 3 

                       
その他の金融資産（非流動）                      

満期保有投資 6 280   ― ― 280 280   ― ― ― 

貸付金及び債権                      

社債及びその他の負債性金融資産 4,5 7,986   28 7,997 ― 8,025   52 △13 39 

保証金 3 726   ― ― 726 726   ― ― ― 

敷金 3 5,709   ― ― 5,709 5,709   ― ― ― 

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産 
                     

優先株式の転換権及び償還権   1,862   1,862 ― ― 1,862   ― ― ― 

売却可能金融資産 1,2 15,388   5,262 10,126 ― 15,388   ― ― ― 

その他   133   ― 44 89 133   ― ― ― 

合計   32,084   7,152 18,167 6,804 32,123   52 △13 39 

                       

                       

金融負債：                      

買掛金及びその他の未払金                      

償却原価で測定される金融負債 3 28,810   ― ― 28,810 28,810   ― ― ― 

合計   28,810   ― ― 28,810 28,810   ― ― ― 

                       
その他の金融負債（流動）                      

償却原価で測定される金融負債                      

 預り金   5,730   ― ― 5,730 5,730   ― ― ― 

 短期借入金   22,224   ― ― 22,224 22,224   ― ― ― 

 その他   49   ― ― 49 49   ― ― ― 

合計   28,003   ― ― 28,003 28,003   ― ― ― 

                       
その他の金融負債（非流動）                      

償却原価で測定される金融負債                      

 サブリース契約に基づく預り敷金   23   ― ― 23 23   ― ― ― 

 その他   93   ― ― 93 93   ― ― ― 

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債 
                     

 プット・オプションに基づく負債   486   486 ― ― 486   ― ― ― 

合計   602   486 ― 116 602   ― ― ― 
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2018年１月１日現在の金融商品の分類及び測定による当社の利益剰余金及びその他の包括利益累計額への影響は、以下

のとおりであります。 

 

        (単位：百万円) 

影響の内容 注記 利益剰余金  
その他の包括利益を
通じて公正価値を測
定する金融資産 

IAS第39号に基づいた期首時点の利益剰余金及びその他の包括
利益累計額 

  △4,294   3,928 

売却可能金融資産から純損益を通じて公正価値で測定する金
融資産への変更 

1 316   △316 

売却可能金融資産からその他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産へ変更された金融資産から発生し、純損益
に認識された減損損失の振替 

2 1,000   △1,000 

貸付金及び債権からその他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産への変更された金融資産の期首時点の公正価
値測定 

4 ―   42 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資
産の引当金の増加 

4 △16   16 

IFRS第９号の適用による資本勘定に対する修正の合計   1,300   △1,258 
IFRS第９号に基づいた期首時点の利益剰余金及びその他の包
括利益累計額 

  △2,994   2,670 

 

１．売却可能金融資産から純損益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更

 期首時点の残高で2,966百万円のファンドに対する投資及び2,296百万円の非上場企業の償還可能な優先株式は、その

キャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表しておらず、かつ存続期間が予め定められている

ことから、売却可能金融資産から純損益を通じて公正価値で測定する金融資産へ分類変更し、関連する公正価値評価額

及び税効果の累計額259百万円をその他の包括利益累計額から利益剰余金へ振替えております。

 

２．売却可能金融資産からその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更

 期首時点の残高で9,728百万円の上場及び非上場企業の株式、402百万円の社債並びに2百万円の組合への持分は、そ

のキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表しておらず、かつ当社グループにおいてその他

の包括利益を通じて公正価値で測定することを定めているため、売却可能金融資産からその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産へ分類変更し、関連する減損損失及び税効果の累計額1,000百万円を利益剰余金からその他の

包括利益累計額に振替えております。その他の包括利益で測定する負債性金融資産については、信用リスクが低い投資

と判断しており、損失評価引当金は12か月の予想信用損失を見積もっております。

 

３．貸付金及び債権から償却原価で測定する金融資産への分類変更

 期首時点の残高で12,002百万円の定期預金、206百万円の貸付金、726百万円の保証金及び5,709百万円の敷金は、そ

のキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表しており、かつ当社グループの事業モデルにお

いてキャッシュ・フローの回収を目的として保有されているため、貸付金及び債権から償却原価で測定する金融資産へ

分類変更しております。期首時点において当該金融資産から発生すると予測される予想信用損失の金額は重要ではない

と判断しました。

 

４．貸付金及び債権からその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更

 期首時点の残高で8,807百万円の社債は、そのキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表

しており、かつ当社グループの事業モデルにおいてキャッシュ・フローの回収又は売買による利益の獲得を目的として

保有されているため、貸付金及び債権からその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産へ分類変更し、期首

時点で評価した公正価値利益及び税効果の金額として42百万円をその他の包括利益累計額において調整しております。

また、期首時点で評価した予想信用損失16百万円を損失評価引当金として認識し、その他の包括利益累計額を調整して

おります。その他の包括利益で測定する負債性金融資産については、信用リスクが低い投資と判断しており、損失評価

引当金は12か月の予想信用損失を見積もっております。
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５．貸付金及び債権から純損益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更 

 期首時点の残高で28百万円の転換社債は、そのキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表

しておらず、かつ満期が予め定められていることから、貸付金及び債権から純損益を通じて公正価値で測定する金融資

産へ分類変更しております。この分類変更による期首時点における利益剰余金及びその他の包括利益累計額への影響は

ありませんでした。

 

６．満期保有目的金融資産から償却原価で測定する金融資産への分類変更 

 期首時点の残高で280百万円の日本国債は、そのキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを

表しており、かつ当社グループの事業モデルにおいてキャッシュ・フローの回収を目的として保有されているため、貸

付金及び債権から償却原価で測定する金融資産へ分類変更しております。期首時点において当該金融資産から発生する

と予測される予想信用損失の金額は重要ではないと判断しました。

 

 

 発行されたが未だ有効となっていない基準書、解釈指針及び改訂基準で、当社グループが早期適用しているものはご 

ざいません。
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（セグメント情報）

 

 当社グループの事業セグメントは、分離された財務情報が入手可能であり、その経営成績が当社グループの最高経営意

思決定者によって経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討される構成単位であります。最高経営意

思決定者は、当社の取締役会であります。報告セグメントを形成するにあたり、集約された事業セグメントはありませ

ん。 

 

 当社グループは、2018年度の予算をコア事業と戦略事業に分けて策定したことを契機として、当社の取締役会が業績を

評価するための単位をコア事業と戦略事業に変更したことから、2018年度より事業セグメントを変更しております。 

 当社の取締役会は、コア事業で稼得した資源を戦略事業に再配分するという戦略のもと、売上収益及び損益の成長を評

価するコア事業と、ユーザーベースの拡大など損益以外のKPIも重要な指標として評価する戦略事業に分けて業績を評価

しております。 

 

 

(１) 報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは以下のとおりです。 

 

コア事業 コア事業は、広告サービス、コミュニケーション、コンテンツなどから構成されます。

広告サービスにはディスプレイ広告、アカウント広告、その他の広告が含まれます。デ

ィスプレイ広告はLINE News面などに掲載される広告が含まれます。アカウント広告に

は、主に、LINE公式アカウントやLINEスポンサード・スタンプが含まれます。その他の

広告には、livedoor blog、NAVERまとめ、LINE バイトに掲載される広告が含まれま

す。 

コミュニケーションには、主にLINEスタンプが含まれます。コンテンツには主にLINE 

GAMEが含まれます。 

 

戦略事業 戦略事業は、LINE PayサービスなどのFintech、AI、Friends、Eコマースが含まれま

す。 
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(２) 報告セグメントごとの利益または損失 

 

 当社グループのセグメント別の営業損益は、連結財務諸表の作成基礎と同様の方法で作成しておりますが、その他の営

業収益、株式報酬費用などを含めず、これらの項目は共通に含めております。また、IT開発や管理部門などの間接費につ

いては、サービス別の工数、サービスに用いられているサーバー台数、売上比率などを用いて配分しております。当社の

取締役会はグループ内取引を消去した後の業績を用いて評価していることから、セグメント間の振替高はありません。 

 

 当社グループは2018年度より、コア事業と戦略事業の２つの事業セグメントを取締役会が業績を評価するための単位に

変更しております。当社グループは2018年度よりセグメント別の損益管理を行っており、2017年度のセグメント別損益

は、実務上可能な範囲でのみ2018年度と同様の方法でセグメント別損益を計算し、修正再表示しております。 

 

前第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円) 

    報告セグメント        

    コア事業   戦略事業   合計   共通(1)   連結

外部顧客への売上収益(2)   109,559   11,674   121,233   -   121,233

セグメント利益（△は損失）

(3)
  25,976   △10,799   15,177   9,302   24,479

 減価償却費及び償却費   4,322   565   4,887   -   4,887

 
(1) 共通には、その他の営業収益、株式報酬費用などが含まれております。 
(2) 前第３四半期連結累計期間における売上収益はIAS第18号等に基づく数値に基づき表示しております。そのた

め、当第３四半期連結累計期間のセグメント別損益の算定で使用されているIFRS第15号に基づく数値とは異なり

ます。 
(3) 「セグメント利益（△は損失）」は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

当第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円) 

    報告セグメント        

    コア事業   戦略事業   合計   共通(1)   連結

外部顧客への売上収益   131,920   19,291   151,211   -   151,211

セグメント利益（△は損失）

(2)
  21,280   △22,894   △1,614   8,359   6,745

 減価償却費及び償却費   6,396   1,456   7,852   -   7,852

 
(1) 共通には、その他の営業収益、株式報酬費用などが含まれております。 
(2) 「セグメント利益（△は損失）」は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
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セグメント利益から継続事業に係る税引前四半期利益又は損失への調整表は以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 

前第３四半期 

連結累計期間 

（自 2017年１月１日 

  至 2017年９月30日） 

 

 

 

 

当第３四半期 

連結累計期間 

（自 2018年１月１日 

  至 2018年９月30日） 

セグメント利益 24,479   6,745

財務収益 136   298

財務費用 △18   △326

持分法による投資損失 △4,308   △7,311

為替差損益 △295   72

その他の営業外収益 1,268   317

その他の営業外費用 △64   △21

継続事業に係る税引前四半期利益 21,198   △226

 

これらの項目は当社グループとして管理しており、個々のセグメントに配分しておりません。 
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(３) 主要なサービスからの収益 

 当社グループの前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の継続事業の主要なサービス別の売上収益は

以下のとおりであります。なお、前第３四半期連結累計期間については、当社グループはIFRS第15号について、修正遡及

アプローチを適用しているため、従前のIAS第18号等に基づく数値となります。 

 一時点で認識される売上収益は、主としてFriendsに係る売上収益から構成されます。 

(単位：百万円) 

 

前第３四半期 

連結累計期間 

（自 2017年１月１日 

  至 2017年９月30日） 

 

 

 

 

当第３四半期 

連結累計期間 

（自 2018年１月１日 

  至 2018年９月30日） 

コア事業      

 広告      

  ディスプレイ広告(1) 18,248   27,143

  アカウント広告(2) 28,047   41,379

  その他の広告(3) 7,841   10,764 

 小計 54,136   79,286 

 コミュニケーション・コンテンツ・その他      

  コミュニケーション(4) 23,141   21,633 

  コンテンツ(5) 30,400   28,504

  その他 1,882   2,497 

 小計 55,423   52,634 

コア事業合計 109,559   131,920 

       

戦略事業      

 Friends(6) 8,178   12,637 

 その他(7) 3,496   6,654 

戦略事業合計 11,674   19,291 

総合計 121,233   151,211

 

(1) ディスプレイ広告からの売上収益は主にタイムライン面やLINE News面等に掲載される広告から構成されます。 
(2) アカウント広告からの売上収益は主にLINE公式アカウント、LINEスポンサードスタンプ、LINEポイント等から構

成されます。 
(3) その他の広告からの売上収益は主にlivedoor、NAVERまとめ、LINE バイトでの広告によるものであります。 
(4) コミュニケーションからの売上収益は、主にLINEスタンプ及びクリエイターズスタンプの提供によるものであり

ます。 
(5) コンテンツからの売上収益は、主にLINE GAMEの仮想アイテムの販売によるものであります。 
(6) Friendsは主にキャラクター商品の販売によるものであります。 
(7) その他は主にLINEモバイルやEコマースに係るサービスによるものであります。 
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（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。 
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2018年12月期  第３四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）

2018年10月24日

上場会社名 LINE株式会社 上場取引所  東 

コード番号 3938 ＵＲＬ  http://linecorp.com/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）出澤 剛 

問合せ先責任者 （役職名） 執行役員 財務経理室 室長 （氏名）奇 高杆 ＴＥＬ  03-4316-2050 

四半期報告書提出予定日 2018年11月８日 配当支払開始予定日 － 

四半期決算補足説明資料作成の有無：有 

四半期決算説明会開催の有無      ：有 (機関投資家・アナリスト向け） 

（百万円未満四捨五入）

１．2018年12月期第３四半期の連結業績（2018年１月１日～2018年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益 
親会社の 

所有者に帰属する 
四半期利益 

四半期包括利益 
合計額 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2018年12月期第３四半期 151,211 24.7 6,745 △72.4 △226 － △7,690 － △6,068 － △9,696 － 

2017年12月期第３四半期 121,233 17.4 24,479 33.8 21,198 38.9 12,184 114.3 12,074 127.2 13,334 207.9 

基本的１株当たり 
四半期利益 

希薄化後１株当たり 
四半期利益 

円 銭 円 銭 

2018年12月期第３四半期 △25.50 △25.50

2017年12月期第３四半期 55.09 50.90

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

百万円 百万円 百万円 ％ 

2018年12月期第３四半期 480,803 211,565 198,505 41.3 

2017年12月期 303,439 189,977 185,075 61.0 

２．配当の状況 

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2017年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

2018年12月期 － 0.00 － 

2018年12月期（予想） － － 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

2018年12月期の期末配当は未定であります。 

３．2018年12月期の連結業績予想（2018年１月１日～2018年12月31日） 

 当社グループの主たる事業である、スマートフォン等のモバイルアプリケーション市場は国内外で急激に変化している

ため、不確実性が存在しています。これにより当社グループの業績も大きな影響を受ける状況にあり、精緻な業績予想を

策定することは困難と考えております。 

 また当社は、東京証券取引所に加えてニューヨーク証券取引所にも上場しており、米国の証券規制上のリスクも慎重に

勘案し、現時点において業績予想の公表は行なっておりません。 

JP11714
テキストボックス
訂正前



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有

新規  1社  （社名）LINE Financial株式会社、除外  －社  （社名）－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：有

② ①以外の会計方針の変更  ：無 

③ 会計上の見積りの変更  ：無 

当社グループは2018年度より、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を適用しており、一部のサービスに

おいて売上収益の認識及び測定方法に影響が生じております。 

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2018年12月期３Ｑ 240,301,642 株 2017年12月期 238,496,810 株 

② 期末自己株式数 2018年12月期３Ｑ 2,005,818 株 2017年12月期 1,007,710 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2018年12月期３Ｑ 237,945,107 株 2017年12月期３Ｑ 219,178,184 株 

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
決算補足説明資料は本日、当社ウェブサイトIRページ（https://linecorp.com/ja/ir/top）に掲載します。
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１．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(2017年12月31日) 

当第３四半期 
連結会計期間 

(2018年９月30日) 

資産 

流動資産 

現金及び現金同等物 123,606 260,422 

売掛金及びその他の短期債権 42,892 40,303 

その他の金融資産（流動） 13,258 17,288 

契約資産 － 306 

たな卸資産 3,455 6,063 

その他の流動資産 7,438 9,764 

流動資産合計 190,649 334,146 

非流動資産 

有形固定資産 15,125 23,166 

のれん 16,767 17,008 

のれん以外の無形資産 6,486 6,231 

関連会社及び共同支配企業投資 24,844 37,858 

その他の金融資産（非流動） 32,084 45,313 

繰延税金資産 16,492 16,183 

その他の非流動資産 992 898 

非流動資産合計 112,790 146,657 

資産合計 303,439 480,803 
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(単位：百万円) 

注記 
前連結会計年度 
(2017年12月31日) 

当第３四半期 
連結会計期間 

(2018年９月30日) 

負債 

流動負債 

買掛金及びその他の未払金 28,810 32,421 

その他の金融負債（流動） 28,003 32,636 

未払費用 12,087 14,824 

未払法人所得税 2,365 3,675 

契約負債 － 25,284 

前受金 17,975 － 

繰延収益 9,246 － 

引当金（流動） 991 2,326 

その他の流動負債 1,940 3,589 

流動負債合計 101,417 114,755 

非流動負債 

社債 － 141,925 

その他の金融負債（非流動） 602 279 

繰延税金負債 1,573 1,291 

引当金（非流動） 3,060 3,057 

退職給付に係る負債 6,162 6,798 

その他の非流動負債 648 1,133 

非流動負債合計 12,045 154,483 

負債合計 113,462 269,238 

資本 

資本金 92,369 95,733 

資本剰余金 93,560 117,004 

自己株式 △4,000

利益剰余金 △4,294

その他の包括利益累計額 7,440

△8,308

△10,161 

4,237

当社の株主に帰属する持分合計 185,075 198,505 

非支配持分 4,902 13,060 

資本合計 189,977 211,565 

負債及び資本合計 303,439 480,803 
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（２）要約四半期連結損益計算書

(単位：百万円) 

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 2017年１月１日 
至 2017年９月30日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
至 2018年９月30日) 

営業収益 

売上収益 121,233 151,211 

その他の営業収益 11,515 11,222 

営業収益合計 132,748 162,433 

営業費用 

決済手数料及びライセンス料 △22,320 △22,650

販売手数料 △447 △11,081

従業員報酬費用 △30,064 △42,106

マーケティング費用 △10,396 △14,362

インフラ及び通信費用 △6,610 △7,764

外注費及びその他のサービス費用 △16,774 △23,014

減価償却費及び償却費 △4,887 △7,852

その他の営業費用 △16,771 △26,859

営業費用合計 △108,269 △155,688

営業利益 24,479 6,745 

財務収益 136 298 

財務費用 △18 △326

持分法による投資損失 △4,308 △7,311

為替差損益 △295 72 

その他の営業外収益 1,268 317 

その他の営業外費用 △64 △21

継続事業に係る税引前四半期利益(△は損失) 21,198 △226

法人所得税 △9,003 △7,467

継続事業に係る四半期純利益(△は損失) 12,195 △7,693

非継続事業に係る四半期純利益(△は損失) △11 3 

四半期純利益(△は損失) 12,184 △7,690

帰属： 

当社の株主 12,074 △6,068

非支配持分 110 △1,622

(単位：円) 

１株当たり四半期純利益 

当社の株主に帰属する基本的１株当たり 
四半期純利益(△は損失) 

55.09 △25.50

当社の株主に帰属する希薄化後 
１株当たり四半期純利益(△は損失) 

50.90 △25.50

継続事業に係る１株当たり四半期純利益 

当社の株主に帰属する継続事業に係る 
基本的１株当たり四半期純利益(△は損失) 

55.14 △25.51

当社の株主に帰属する継続事業に係る 
希薄化後１株当たり四半期純利益(△は損失) 

50.95 △25.51

非継続事業に係る１株当たり四半期純利益 

当社の株主に帰属する非継続事業に 
係る基本的１株当たり四半期純利益(△は損失) 

△0.05 0.01 

当社の株主に帰属する非継続事業に係る 
希薄化後１株当たり四半期純利益(△は損失) 

△0.05 0.01 
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（３）要約四半期連結包括利益計算書

(単位：百万円) 

前第３四半期 
連結累計期間 

(自 2017年１月１日 
至 2017年９月30日) 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自 2018年１月１日 
至 2018年９月30日) 

四半期純利益（△は損失） 12,184 △7,690

その他の包括利益 

純損益に振替えられないその他の包括利益の内訳項目： 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融資産の再測定
－ △935

その他の包括利益のうち純損益に振替えられない

内訳項目に係る法人所得税
－ 283 

純損益に振替えられる可能性のある

その他の包括利益の内訳項目：

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

負債性金融資産：

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

負債性金融資産の再測定
－ 6 

売却可能金融資産： 

売却可能金融資産の再測定 1,958 － 

売却可能金融資産に係る組替調整 △664 6 

在外営業活動体の換算差額： 

為替換算差額に係る利得（△は損失） 213 △1,213

為替換算差額に係る組替調整額 △13 △107

関連会社のその他の包括利益に対する持分相当額 4 37

関連会社のその他の包括利益に対する持分相当額に
係る組替調整額

－ △8

その他の包括利益のうち純損益に振替えられる 
可能性のある内訳項目に係る法人所得税の総額 

△348 △75

その他の包括利益合計額 1,150 △2,006

四半期包括利益（△は損失） 13,334 △9,696

帰属： 

当社の株主 13,212 △8,078

非支配持分 122 △1,618
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（４）要約四半期連結持分変動計算書

前第３四半期連結累計期間(自 2017年１月１日 至 2017年９月30日)

(単位：百万円)

当社の株主に帰属する持分 

その他の包括利益累計額 

資本金 
資本 

剰余金 
自己 
株式 

利益 
剰余金 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

売却可能 
金融資産 

確定給付 
制度の 
再測定 

合計 
非支配 
持分 

資本 
合計 

2017年１月１日残高 77,856 91,208 ─ △12,381 △174 5,649 △1,324 160,834 189 161,023 

四半期包括利益 

四半期純利益 ─ ─ ─ 12,074 ─ ─ ─ 12,074 110 12,184 

その他の包括利益 ─ ─ ─ ─ 189 949 ─ 1,138 12 1,150 

四半期包括利益 ─ ─ ─ 12,074 189 949 ─ 13,212 122 13,334 

株式報酬 ─ 1,273 ─ ─ ─ ─ ─ 1,273 ─ 1,273 

新株予約権の失効 ─ △8 ─ 8 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

新株予約権の行使 2,516 △498 ─ ─ ─ ─ ─ 2,018 ─ 2,018 

支配継続子会社に対する持

分変動 
─ △52 ─ ─ 2 ─ ─ △50 15 △35

子会社の取得 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 3,638 3,638 

株式給付信託による新株の

発行と取得 
2,000 1,990 △4,000 ─ ─ ─ ─ △10 ─ △10

2017年９月30日残高 82,372 93,913 △4,000 △299 17 6,598 △1,324 177,277 3,964 181,241 
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当第３四半期連結累計期間(自 2018年１月１日 至 2018年９月30日) 

(単位：百万円)

当社の株主に帰属する持分 

その他の包括利益累計額 

資本金 
資本 

剰余金 
自己 
株式 

利益 
剰余金 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

その他の包

括利益を通

じて公正価

値を 
測定する 
金融資産 

確定給付 
制度の 
再測定 

合計 
非支配 
持分 

資本 
合計 

2018年１月１日残高 92,369 93,560 △4,000 △4,294 3,158 3,928 354 185,075 4,902 189,977 

新基準適用の影響 ― ― ― 177 ― △1,258 ― △1,081 △85 △1,166

2018年１月１日残高 
（遡及適用後） 

92,369 93,560 △4,000 △4,117 3,158 2,670 354 183,994 4,817 188,811 

四半期包括利益(△は損失) 

四半期純損失 ― ― ― △6,068 ― ― ― △6,068 △1,622 △7,690

その他の包括利益 ― ― ― ― △1,373 △637 ― △2,010 4 △2,006

四半期包括利益(△は損失) ― ― ― △6,068 △1,373 △637 ― △8,078 △1,618 △9,696

株式報酬 ― 991 ― ― ― ― ― 991 ― 991

新株予約権の失効 ― △24 ― 24 ― ― ― ― ― ― 

新株予約権の行使 864 △109 ― ― ― ― ― 755 ― 755 

支配継続子会社に対する持

分変動 
― 16,059 ― ― 71 △7 1 16,124 9,560 25,684 

子会社の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― 301 301 

株式給付信託による新株の

発行と取得 
2,500 2,488 △5,000 ― ― ― ― △12 ― △12

転換社債型新株予約権付社

債の発行 
― 4,175 ― ― ― ― ― 4,175 ― 4,175 

自己株式の処分 ― △136 696 ― ― ― ― 560 ― 560 

自己株式の取得 ― ― △4 ― ― ―
― 

△4 ― △4

2018年９月30日残高 95,733 117,004 △8,308 △10,161 1,856 2,026 355 198,505 13,060 211,565 

- 7 -

LINE株式会社 （3938）　2018年12月期第３四半期決算短信

JP11714
線



（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（重要な会計方針の変更）

 当要約四半期連結財務諸表において適用した重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度の当社グループの連結

財務諸表において適用した会計方針と同一であります。国際会計基準審議会によって公表された、2018年１月１日以降

に開始する連結会計年度から強制適用となる新設及び改訂基準が、当社グループの前第３四半期連結累計期間及び当第

３四半期連結累計期間の要約四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は以下のとおりで

す。 

（１）IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」

 IASBは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を公表しております。IFRS第15号では、５つのステップから構

成される収益認識モデルが定められており、一部の例外を除いて、取引形態や業種に関係なく、すべての顧客との契約

から生じる収益に適用されます。当社グループは、コミュニケーション及びコンテンツの販売並びに広告サービスに関

連する売上収益を取引の進捗度に応じて認識しております。従前の売上収益の認識及び測定については、主として以下

のサービスを除き、IFRS第15号のもとでも引き続き妥当であると判断しております。

 当社グループは、2018年度よりIFRS第15号を適用しております。当社グループは、IFRS第15号の適用による累積的影

響を2018年度の利益剰余金期首残高の修正として認識する方法を選択しております。

①LINE スタンプ、クリエイターズスタンプ及び絵文字（以下、「スタンプ」という）

当社グループは、進捗度の測定方法を、ユーザーによるスタンプの使用パターンを反映した初期に比重を置く測定

方法から、見積使用期間に渡る定額法へ変更しております。

 従来の基準の下では、契約に基づく取引の成果をもっとも良く表すと考えられる進捗度の測定方法は、顧客にとっ

ての便益の消費状況を示す、ユーザーによるスタンプの使用パターンであると考え、ユーザーの見積使用期間に渡り

初期に比重を置く測定方法を採用しておりました。

 一方、IFRS第15号においては、待機サービスの概念が明確化されております。IFRS第15号では待機サービスとは、

顧客が望む時に利用できるようにするサービスを提供することと示されております。この待機サービスの概念に照ら

したところ、当社グループが提供するスタンプに係るサービスは待機サービスに類似しており、顧客（スタンプの購

入者であるユーザー）に対する履行義務は、ユーザーがいつでもスタンプを利用可能にすることであると判断してお

ります。そのため、当社がスタンプを利用可能にするというサービスを提供するにつれて、ユーザーはサービスの便

益を同時に受け取って消費することから、当社の履行義務は一定の期間にわたり充足されるものと判断しておりま

す。

 また、スタンプの見積使用期間を通じて、均等に利用可能とするサービスからユーザーは便益を受けると判断して

いるため、当該期間にわたる定額法が履行義務の充足を最もよく表す進捗度の測定方法であると決定しております。

その結果、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間における売上収益は144百万円増加し、営業利益は136百

万円増加しております。

②LINE スポンサードスタンプ

当社グループは、進捗度の測定方法を、ユーザーによるスタンプの使用パターンを反映した初期に比重を置く測定

方法から、契約期間に渡る定額法へ変更しております。

 従来の基準の下では、契約に基づく取引の成果をもっとも良く表すと考えられる進捗度の測定方法は、当社の業務

の遂行状況を示す、ユーザーによるスポンサードスタンプの使用パターンであると考え、ユーザーによるスタンプの

使用パターンを反映した初期に比重を置く測定方法を採用しておりました。

 一方、IFRS第15号においては、「顧客」の定義が明確化されております。IFRS第15号では「顧客」とは、企業の通

常の活動のアウトプットである財又はサービスを対価と交換に獲得するために企業と契約した当事者と定義されてい

ます。また、IFRS第15号は顧客との契約を適用対象として、「顧客」に対する履行義務の充足を反映する進捗度を測

定することが求められております。

LINE スポンサードスタンプの契約においては、対価の支払いは広告主のみが行い、スポンサードスタンプの利用者

であるユーザーは、直接、間接を問わず、一切の対価を支払いません。そのため、当社は広告主を顧客と判断してお

ります。当社は顧客である広告主に対する履行義務は、契約期間において、ユーザーが望むときにいつでもスポンサ

ードスタンプを利用できるよう準備することであると判断しております。従って、当社グループは、契約期間に渡る
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定額法が履行義務の充足を最もよく表す進捗度の測定方法であると決定しております。その結果、従来の方法と比べ

て、当第３四半期連結累計期間における売上収益は319百万円増加し、営業利益は287百万円増加しております。

③LINE ポイント広告

当社グループは、LINEポイント広告を通じて付与されたLINEポイントの公正価値相当額を前受金として処理してお

りましたが、これを売上収益として認識するとともに、付与したLINEポイントが消費される際に発生するコストを引

当金として認識する方法へ変更しております。

 従来の基準の下では、LINEポイント広告を通じて付与されたLINEポイントは、たとえ、顧客ではないユーザーに付

与したとしても、対価の裏づけがあることから、IFRIC第13号の会計処理に準じて、付与するLINEポイントに帰属する

売上収益をLINEポイントの公正価値で測定し、未使用分を前受金として処理しておりました。

 一方、前述のとおり、IFRS第15号においては、「顧客」の定義が明確化されております。LINEポイント広告におい

ては、対価の支払いは広告主のみが行い、LINEポイントが付与されるユーザーは、直接、間接を問わず、一切の対価

を支払いません。そのため、当社は広告主を顧客と判断しております。顧客である広告主に対する履行義務は、LINE

ポイントをユーザーに付与するという行為であり、LINEポイントを管理し、LINEポイントと交換に、他のサービスを

提供するという義務を広告主に対して負っておりません。LINEポイントを付与するという広告主に対する履行義務

は、ユーザーにLINEポイントを付与した時点で充足することから、当該時点で売上収益として認識することを決定し

ております。ただし、将来におけるLINEポイントの消費に伴い発生する費用は引当金として、LINEポイントを付与

し、顧客に対する履行義務を充足する、すなわち、売上収益を認識するのと同時に費用を認識することになります。

その結果、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間における売上収益は102百万円増加し、営業利益は118百

万円減少しております。

④広告の表示

当社グループは、当社グループの公式アカウントなどの広告サービスについて、他の当事者である広告代理店が関

与する場合があります。広告代理店は当社に代わって広告主に、当社グループの広告の仕様や掲載基準に準拠するた

めに広告掲載物の仕様を整えるなどのサービスを提供します。当社グループは広告主に対する対価のうち、広告代理

店の取り分を除いた額を稼得します。

従来の基準の下では、広告代理店に帰属する取り分を個別に識別可能な構成要素として識別し、当社が直接サービ

スを提供していないこと、当社は一定率のみを稼得し、広告代理店の取り分については、信用リスクを負担していな

いことから、当該部分は広告主に対する対価の総額から控除し、売上収益を認識しておりました。

 一方、IFRS第15号では、履行義務の識別及びサービスに対する支配の移転の観点から、本人なのか代理人なのかの

評価が再構成されております。特に、「企業が特定された財又はサービスを当該財又はサービスが顧客に移転される

前に支配している場合には、企業は本人である」としており、他の当事者が提供すべき財又はサービスに対する権利

を企業が支配しているのかどうかに関連するガイダンスや関連する諸指標が再構成されております。これには、他の

当事者が提供すべき財又はサービスに対する権利により、他の当事者に企業に代わって顧客にサービスを提供するよ

う指図する能力を企業が得ている場合を含みます。広告代理店が提供する広告掲載物の仕様を整えるなどの準備サー

ビスは、当社が設定する広告掲載物の仕様や基準に基づき広告代理店が広告主に対してサービスを提供することか

ら、広告代理店が提供するサービスについても当社グループが支配していると判断しております（すなわち、当社グ

ループが本人である）。以上より、広告代理店が提供するサービスを含む、広告主に対する広告対価の総額に基づ

き、売上収益を認識する方法に変更することを決定しております。その結果、従来の方法と比べて、当第３四半期連

結累計期間における売上収益は6,494百万円増加しております。

 また、当社グループは、広告代理店に対する支払対価からなる契約コストを、IFRS第15号に従い、資産として認識

するとともに、売上収益の認識に合わせて償却しております。広告契約が更新されたならば、再度、広告代理店に対

する支払対価が発生するため、当該コストの償却期間は広告契約を収益として認識する期間と一致します。そのた

め、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間における販売手数料は6,494百万円増加しておりますが、前述の

売上収益の増加と同額であるため、営業利益への影響はありません。
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以上の変更に伴い、期首の利益剰余金は以下のとおり調整しております。 

(単位：百万円) 

2018年１月１日 

スタンプ △967

LINE スポンサードスタンプ △760

LINE ポイント広告 667

その他 △63

合計 △1,123

IAS第18号「収益」及びその他の従前の会計基準（以下、IAS第18号等という）に従った場合の財務諸表の各表示科目

の、IFRS第15号に従った場合への調整は以下のとおりです。なお、組替は、IFRS第15号の用語を反映させるための組替

であり、広告サービスに係る一部の売掛金及びその他の短期債権を契約資産に、LINEポイントなどから構成される前受

金及びスタンプや広告サービスなどに関連する繰延収益をその他の金融負債（流動）及び契約負債に、それぞれ組み替

えております。

(単位：百万円) 

当連結会計年度期首 
2018年１月１日 
（IAS第18号等） 

組替 再測定 
当連結会計年度期首 
2018年１月１日 
（IFRS第15号） 

売掛金及びその他の短期債権 42,892 △437 △792 41,663 

契約資産 － 437 － 437 

その他の流動資産 7,438 － 1,052 8,490 

繰延税金資産 16,492 － 384 16,876 

その他の金融負債（流動） 28,003 4,633 － 32,636 

契約負債 － 22,588 1,391 23,979 

前受金 17,975 △17,975 － － 

繰延収益 9,246 △9,246 － － 

引当金（流動） 991 － 472 1,463 

利益剰余金 △4,294 － △1,123 △5,417

その他の包括利益累計額 7,440 － △8 7,432

非支配持分 4,902 － △89 4,813

(単位：百万円) 

当第３四半期 
連結会計期間 
2018年９月30日 
（IAS第18号等） 

組替 再測定 

当第３四半期 
連結会計期間 
2018年９月30日 
（IFRS第15号） 

売掛金及びその他の短期債権 41,299 △306 △690 40,303 

契約資産 － 306 － 306 

その他の流動資産 8,701 － 1,063 9,764 

繰延税金資産 15,836 － 347 16,183 

その他の金融負債（流動） 28,380 4,256 － 32,636 

契約負債 － 24,338 946 25,284 

前受金 19,310 △19,310 － － 

繰延収益 9,284 △9,284 － － 

引当金（流動） 1,637 － 689 2,326 

利益剰余金 － △936

その他の包括利益累計額 － △1

非支配持分 

△9,225 

4,238 

13,038 － 22 

△10,161 

4,237 

13,060
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(単位：百万円) 

 

当第３四半期 
連結累計期間 

(自2018年１月１日 
至2018年９月30日) 

IAS第18号等 

組替 再測定  

当第３四半期 
連結累計期間 

(自2018年１月１日 
至2018年９月30日) 

IFRS第15号 

営業収益 

売上収益 144,152 － 7,059 151,211 

その他の営業収益 11,222 － － 11,222 

営業収益合計 155,374 － 7,059 162,433 

営業費用 

決済手数料及びライセンス料 △22,641 － △9 △22,650

販売手数料 △4,555 － △6,526 △11,081

従業員報酬費用 △42,106 － － △42,106

マーケティング費用 △14,362 － － △14,362

インフラ及び通信費用 △7,764 － － △7,764

外注費及びその他のサービス費用 △23,014 － － △23,014

減価償却費及び償却費 △7,852 － － △7,852

その他の営業費用 △26,641 － △218 △26,859

営業費用合計 △148,935 － △6,753 △155,688

営業利益 6,439 － 306 6,745 

継続事業に係る税引前四半期利益

（△は損失）
△532 － 306 △226

法人所得税 △7,395 － △72 △7,467

継続事業に係る四半期純利益（△は

損失） 
△7,927 － 234 △7,693

四半期純利益（△は損失） △7,924 － 234 △7,690

帰属： 

当社の株主 △6,279 － 211 △6,068

非支配持分 △1,645 － 23 △1,622

（単位：円） 

１株当たり四半期純利益 

当社の株主に帰属する基本的１株

当たり四半期純利益 
△26.39 － 0.89 △25.50

当社の株主に帰属する希薄化後１

株当たり四半期純利益 
△26.39 － 0.89 △25.50

継続事業に係る１株当たり四半期純

利益 

当社の株主に帰属する継続事業に

係る基本的１株当たり四半期純利

益 

△26.40 － 0.89 △25.51

当社の株主に帰属する継続事業に

係る希薄化後１株当たり四半期純

利益 

△26.40 － 0.89 △25.51
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 また、従来の基準の下では、広告代理店に帰属する取り分を広告主に対する対価の総額から控除し、売上収益を認識

しておりましたが、IFRS第15号では、広告代理店が提供するサービスを含む、広告主に対する広告対価の総額に基づ

き、売上収益を認識する方法に変更しております。これに伴い、広告代理店に帰属する取り分として認識する費用の重

要性が高まったため、既存の要約四半期連結損益計算書においては「認証及びその他のサービス費用」に含めていた費

用を、当第１四半期連結累計期間から「販売手数料」として表示するとともに、認証費については重要性が低くなった

ため、既存の「認証及びその他のサービス費用」の項目名は「外注費及びその他のサービス費用」に変更しておりま

す。この変更は比較表示される前年同期の要約四半期連結損益計算書においても適用しております。
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（２）IFRS第９号「金融商品」

 IASBは、IAS第39号「金融商品: 認識及び測定」の内容を置き換えるためにIFRS第９号「金融商品」の最終版を公表

し、その中で金融資産、金融負債及び非金融商品を売買する一定の契約の認識及び測定に関する要求事項を規定してお

ります。IFRS第９号は、金融商品の財務報告の新基準であり、原則主義に基づき、IASBプロジェクトの分類及び測定、

減損及びヘッジ会計のフェーズを集約するものであります。IFRS第９号は、金融商品の契約上のキャッシュ・フローの

特性や事業モデルに基づく単一の分類及び測定のアプローチに基づいており、貸倒損失の適時な認識につながる予想損

失モデルに基づく新しい減損の要求事項も規定しております。

当社グループがIFRS第９号の内容に基づいて2018年１月１日より適用した会計方針は以下のとおりであります。

① 金融資産の分類

当社は保有する金融資産を、契約上のキャッシュ・フローの特性及び金融資産を管理する企業の事業モデルに応じて

以下の測定区分に分類しております。公正価値で測定される資産から生じる利得及び損失は、その保有目的に応じて、

純損益またはその他の包括利益のいずれかに計上されます。なお、キャッシュ・フローが元本と利息の支払いのみか否

かを決定する際に、組込みデリバティブを含む金融資産をその全体として考慮しております。

a. 償却原価で測定される金融資産

 償却原価で測定される金融資産は、その契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息の支払いのみ

で構成され、かつ当社グループが契約上のキャッシュ・フローを回収する目的のみで保有する負債性金融資産が該当し

ます。 

b. その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

 その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産は、その契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高

に対する利息の支払いのみで構成され、かつ当社グループが契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方を目的と

して保有する負債性金融資産、及び当社グループが当初認識時にその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融

資産として指定する取消不能な選択を行っている資本性金融資産が該当します。

c. 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は、償却原価で測定される金融資産及びその他の包括利益を通じて公

正価値で測定される金融資産に分類されない金融資産が該当します。

② 金融資産の測定

当初認識時点における測定

 当社グループは、金融資産を当初認識時に公正価値で測定し、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産ではな

い金融資産の場合は、その公正価値に当該金融資産の取得に直接起因する取引コストを加算した金額で測定しておりま

す。純損益を通じて公正価値で測定される金融資産の取引コストは、純損益に費用として認識しております。

事後測定

負債性金融資産：

a. 償却原価で測定される金融資産の事後測定

実効金利法による償却原価で測定され、関連する利息収益は財務収益に含まれます。また、資産の認識を中止した

時または減損を認識した時には、純損益に認識されます。

b. その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の事後測定

当初認識後、公正価値で測定し、公正価値の変動による利得または損失は、利息収益、為替差損益および予想信用

損失の認識を除き、その他の包括利益に認識されます。負債性金融資産の認識を中止した場合は、その他の包括利益

に認識していた利得または損失の累計額は純損益に振り替えられます。
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c. 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

当初認識後、公正価値で測定し、ヘッジ関係の一部でない負債性金融資産に係る利得または損失は、純損益に認識

されます。

資本性金融資産：

 当社グループが資本性金融商品に対する投資をその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として指定

する取消不能な選択を行っている場合、公正価値の変動による帳簿価額の変動はその他の包括利益に認識されます。認

識されたその他の包括利益累計額は、事後的に純損益へ振り替えられることはありません。資本性金融商品に対する投

資をその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として指定していない場合、公正価値の変動による帳簿

価額の変動は純損益に認識されます。

 資本性金融商品に対する投資からの配当は、当社グループが受け取る権利が確立したときに「その他の営業外収益」

として純損益に認識されます。

③ 金融資産の減損

当社グループは、償却原価及びその他の包括利益で測定される金融資産に関連する予想信用損失を見積もっておりま

す。予想信用損失の見積りの方法は、各金融資産または資産のグループごとに、信用リスクの著しい増大があったか否

かによって変わります。

 売上債権に対しては、売上債権の当初認識から全期間の予想信用損失を見積もって認識する、IFRS第９号が認める単

純化した方法を適用しております。

 当社グループは、IFRS第９号を遡及的に適用しておりますが、比較情報の修正再表示は行わないことを選択しており

ます。その結果、提供している比較情報は引き続き当社グループの以前の会計方針に基づいて作成されております。

2018年１月１日に当社グループが保有する金融資産にどの事業モデルを適用するかについて評価し、保有する金融資産

を適切なIFRS第９号の測定区分に分類しております。この分類により生じる影響は以下のとおりであります。 
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(単位：百万円) 

注記 
IAS第39号

による期

首残高 

IFRS第９号による期首残高 
IFRS第９号の適用により生じる

影響 

純損益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

及び負債 

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

及び負債 

償却原価で

測定する金

融資産及び

負債 

合計 
期首時点

の公正価

値測定 

期首時点

の引当金

の設定 

影響の合

計 

金融資産： 

売掛金及びその他の短期債権 

貸付金及び債権 3 42,892 ― ― 42,892 42,892 ― ― ― 

合計 42,892 ― ― 42,892 42,892 ― ― ― 

その他の金融資産（流動） 

貸付金及び債権 

定期預金 3 12,002 ― ― 12,002 12,002 ― ― ― 

短期貸付金 3 206 ― ― 206 206 ― ― ― 

社債及びその他の負債性金融資産 4 849 ― 852 ― 852 6 △3 3 

売却可能金融資産 6 ― 6 ― 6 ― ― ― 

敷金 195 ― ― 195 195 ― ― ― 

合計 13,258 ― 858 12,403 13,261 6 △3 3 

その他の金融資産（非流動） 

満期保有投資 6 280 ― ― 280 280 ― ― ― 

貸付金及び債権 

社債及びその他の負債性金融資産 4,5 7,986 28 7,997 ― 8,025 52 △13 39 

保証金 3 726 ― ― 726 726 ― ― ― 

敷金 3 5,709 ― ― 5,709 5,709 ― ― ― 

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産 

優先株式の転換権及び償還権 1,862 1,862 ― ― 1,862 ― ― ― 

売却可能金融資産 1,2 15,388 5,262 10,126 ― 15,388 ― ― ― 

その他 133 ― 44 89 133 ― ― ― 

合計 32,084 7,152 18,167 6,804 32,123 52 △13 39 

金融負債： 

買掛金及びその他の未払金 

償却原価で測定される金融負債 3 28,810 ― ― 28,810 28,810 ― ― ― 

合計 28,810 ― ― 28,810 28,810 ― ― ― 

その他の金融負債（流動） 

償却原価で測定される金融負債 

預り金 5,730 ― ― 5,730 5,730 ― ― ― 

短期借入金 22,224 ― ― 22,224 22,224 ― ― ― 

その他 49 ― ― 49 49 ― ― ― 

合計 28,003 ― ― 28,003 28,003 ― ― ― 

その他の金融負債（非流動） 

償却原価で測定される金融負債 

サブリース契約に基づく預り敷金 23 ― ― 23 23 ― ― ― 

 その他 93 ― ― 93 93 ― ― ― 

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債 

プット・オプションに基づく負債 486 486 ― ― 486 ― ― ― 

合計 602 486 ― 116 602 ― ― ― 
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2018年１月１日現在の金融商品の分類及び測定による当社の利益剰余金及びその他の包括利益累計額への影響は、以下

のとおりであります。 

(単位：百万円) 

影響の内容 注記 利益剰余金 
その他の包括利益を
通じて公正価値を測
定する金融資産 

IAS第39号に基づいた期首時点の利益剰余金及びその他の包括
利益累計額 

△4,294 3,928 

売却可能金融資産から純損益を通じて公正価値で測定する金
融資産への変更 

1 316 △316

売却可能金融資産からその他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産へ変更された金融資産から発生し、純損益
に認識された減損損失の振替 

2 1,000 △1,000

貸付金及び債権からその他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産への変更された金融資産の期首時点の公正価
値測定 

4 ― 42 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資
産の引当金の増加 

4 △16 16 

IFRS第９号の適用による資本勘定に対する修正の合計 1,300 △1,258
IFRS第９号に基づいた期首時点の利益剰余金及びその他の包
括利益累計額 

△2,994 2,670 

１．売却可能金融資産から純損益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更

期首時点の残高で2,966百万円のファンドに対する投資及び2,296百万円の非上場企業の償還可能な優先株式は、その

キャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表しておらず、かつ存続期間が予め定められている

ことから、売却可能金融資産から純損益を通じて公正価値で測定する金融資産へ分類変更し、関連する公正価値評価額

及び税効果の累計額259百万円をその他の包括利益累計額から利益剰余金へ振替えております。

２．売却可能金融資産からその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更

 期首時点の残高で9,728百万円の上場及び非上場企業の株式、402百万円の社債並びに2百万円の組合への持分は、そ

のキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表しておらず、かつ当社グループにおいてその他

の包括利益を通じて公正価値で測定することを定めているため、売却可能金融資産からその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産へ分類変更し、関連する減損損失及び税効果の累計額1,000百万円を利益剰余金からその他の

包括利益累計額に振替えております。その他の包括利益で測定する負債性金融資産については、信用リスクが低い投資

と判断しており、損失評価引当金は12か月の予想信用損失を見積もっております。

３．貸付金及び債権から償却原価で測定する金融資産への分類変更

 期首時点の残高で12,002百万円の定期預金、206百万円の貸付金、726百万円の保証金及び5,709百万円の敷金は、そ

のキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表しており、かつ当社グループの事業モデルにお

いてキャッシュ・フローの回収を目的として保有されているため、貸付金及び債権から償却原価で測定する金融資産へ

分類変更しております。期首時点において当該金融資産から発生すると予測される予想信用損失の金額は重要ではない

と判断しました。

４．貸付金及び債権からその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更

 期首時点の残高で8,807百万円の社債は、そのキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表

しており、かつ当社グループの事業モデルにおいてキャッシュ・フローの回収又は売買による利益の獲得を目的として

保有されているため、貸付金及び債権からその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産へ分類変更し、期首

時点で評価した公正価値利益及び税効果の金額として42百万円をその他の包括利益累計額において調整しております。

また、期首時点で評価した予想信用損失16百万円を損失評価引当金として認識し、その他の包括利益累計額を調整して

おります。その他の包括利益で測定する負債性金融資産については、信用リスクが低い投資と判断しており、損失評価

引当金は12か月の予想信用損失を見積もっております。
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５．貸付金及び債権から純損益を通じて公正価値で測定する金融資産への分類変更 

 期首時点の残高で28百万円の転換社債は、そのキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを表

しておらず、かつ満期が予め定められていることから、貸付金及び債権から純損益を通じて公正価値で測定する金融資

産へ分類変更しております。この分類変更による期首時点における利益剰余金及びその他の包括利益累計額への影響は

ありませんでした。

６．満期保有目的金融資産から償却原価で測定する金融資産への分類変更 

 期首時点の残高で280百万円の日本国債は、そのキャッシュ・フローが元本と元本残高に対する利息の支払いのみを

表しており、かつ当社グループの事業モデルにおいてキャッシュ・フローの回収を目的として保有されているため、貸

付金及び債権から償却原価で測定する金融資産へ分類変更しております。期首時点において当該金融資産から発生する

と予測される予想信用損失の金額は重要ではないと判断しました。

 発行されたが未だ有効となっていない基準書、解釈指針及び改訂基準で、当社グループが早期適用しているものはご

ざいません。 
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（セグメント情報）

 当社グループの事業セグメントは、分離された財務情報が入手可能であり、その経営成績が当社グループの最高経営意

思決定者によって経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討される構成単位であります。最高経営意

思決定者は、当社の取締役会であります。報告セグメントを形成するにあたり、集約された事業セグメントはありませ

ん。 

 当社グループは、2018年度の予算をコア事業と戦略事業に分けて策定したことを契機として、当社の取締役会が業績を

評価するための単位をコア事業と戦略事業に変更したことから、2018年度より事業セグメントを変更しております。 

 当社の取締役会は、コア事業で稼得した資源を戦略事業に再配分するという戦略のもと、売上収益及び損益の成長を評

価するコア事業と、ユーザーベースの拡大など損益以外のKPIも重要な指標として評価する戦略事業に分けて業績を評価

しております。 

(１) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは以下のとおりです。 

コア事業 コア事業は、広告サービス、コミュニケーション、コンテンツなどから構成されます。

広告サービスにはディスプレイ広告、アカウント広告、その他の広告が含まれます。デ

ィスプレイ広告はLINE News面などに掲載される広告が含まれます。アカウント広告に

は、主に、LINE公式アカウントやLINEスポンサード・スタンプが含まれます。その他の

広告には、livedoor blog、NAVERまとめ、LINE バイトに掲載される広告が含まれま

す。 

コミュニケーションには、主にLINEスタンプが含まれます。コンテンツには主にLINE

GAMEが含まれます。 

戦略事業 戦略事業は、LINE PayサービスなどのFintech、AI、Friends、Eコマースが含まれま

す。 
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(２) 報告セグメントごとの利益または損失

 当社グループのセグメント別の営業損益は、連結財務諸表の作成基礎と同様の方法で作成しておりますが、その他の営

業収益、株式報酬費用などを含めず、これらの項目は共通に含めております。また、IT開発や管理部門などの間接費につ

いては、サービス別の工数、サービスに用いられているサーバー台数、売上比率などを用いて配分しております。当社の

取締役会はグループ内取引を消去した後の業績を用いて評価していることから、セグメント間の振替高はありません。 

 当社グループは2018年度より、コア事業と戦略事業の２つの事業セグメントを取締役会が業績を評価するための単位に

変更しております。当社グループは2018年度よりセグメント別の損益管理を行っており、2017年度のセグメント別損益

は、実務上可能な範囲でのみ2018年度と同様の方法でセグメント別損益を計算し、修正再表示しております。 

前第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円) 

報告セグメント

コア事業 戦略事業 合計 共通(1) 連結

外部顧客への売上収益(2) 109,559 11,674 121,233 - 121,233

セグメント利益（△は損失）

(3)
25,976 △10,799 15,177 9,302 24,479

減価償却費及び償却費 4,322 565 4,887 - 4,887

(1) 共通には、その他の営業収益、株式報酬費用などが含まれております。
(2) 前第３四半期連結累計期間における売上収益はIAS第18号等に基づく数値に基づき表示しております。そのた

め、当第３四半期連結累計期間のセグメント別損益の算定で使用されているIFRS第15号に基づく数値とは異なり

ます。
(3) 「セグメント利益（△は損失）」は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

当第３四半期連結累計期間 

(単位：百万円) 

報告セグメント

コア事業 戦略事業 合計 共通(1) 連結

外部顧客への売上収益 131,920 19,291 151,211 - 151,211

セグメント利益（△は損失）

(2)
21,280 △22,894 △1,614 8,359 6,745

減価償却費及び償却費 6,396 1,456 7,852 - 7,852

(1) 共通には、その他の営業収益、株式報酬費用などが含まれております。
(2) 「セグメント利益（△は損失）」は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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セグメント利益から継続事業に係る税引前四半期利益又は損失への調整表は以下のとおりであります。

(単位：百万円) 

前第３四半期 

連結累計期間 

（自 2017年１月１日 

至 2017年９月30日） 

当第３四半期 

連結累計期間 

（自 2018年１月１日 

至 2018年９月30日） 

セグメント利益 24,479 6,745

財務収益 136 298

財務費用 △18 △326

持分法による投資損失 △4,308 △7,311

為替差損益 △295 72

その他の営業外収益 1,268 317

その他の営業外費用 △64 △21

継続事業に係る税引前四半期利益 21,198 △226

これらの項目は当社グループとして管理しており、個々のセグメントに配分しておりません。 
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(３) 主要なサービスからの収益

 当社グループの前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の継続事業の主要なサービス別の売上収益は

以下のとおりであります。なお、前第３四半期連結累計期間については、当社グループはIFRS第15号について、修正遡及

アプローチを適用しているため、従前のIAS第18号等に基づく数値となります。

一時点で認識される売上収益は、主としてFriendsに係る売上収益から構成されます。

(単位：百万円) 

前第３四半期 

連結累計期間 

（自 2017年１月１日 

至 2017年９月30日） 

当第３四半期 

連結累計期間 

（自 2018年１月１日 

至 2018年９月30日） 

コア事業

広告

ディスプレイ広告(1) 18,248 27,143

アカウント広告(2) 28,047 41,379

 その他の広告(3) 7,841 10,764 

小計 54,136 79,286 

コミュニケーション・コンテンツ・その他

コミュニケーション(4) 23,141 21,633 

コンテンツ(5) 30,400 28,504

その他 1,882 2,497 

小計 55,423 52,634 

コア事業合計 109,559 131,920 

戦略事業

Friends(6) 8,178 12,637 

その他(7) 3,496 6,654 

戦略事業合計 11,674 19,291 

総合計 121,233 151,211

(1) ディスプレイ広告からの売上収益は主にタイムライン面やLINE News面等に掲載される広告から構成されます。
(2) アカウント広告からの売上収益は主にLINE公式アカウント、LINEスポンサードスタンプ、LINEポイント等から構

成されます。
(3) その他の広告からの売上収益は主にlivedoor、NAVERまとめ、LINE バイトでの広告によるものであります。
(4) コミュニケーションからの売上収益は、主にLINEスタンプ及びクリエイターズスタンプの提供によるものであり

ます。
(5) コンテンツからの売上収益は、主にLINE GAMEの仮想アイテムの販売によるものであります。
(6) Friendsは主にキャラクター商品の販売によるものであります。
(7) その他は主にLINEモバイルやEコマースに係るサービスによるものであります。
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（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 
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